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  （百万円未満切捨て）

１．平成30年２月期の連結業績（平成29年３月１日～平成30年２月28日） 
（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年２月期 5,093 11.5 562 71.5 453 49.2 356 69.3 

29年２月期 4,567 △6.5 327 42.7 303 39.5 210 △2.6 
 
（注）包括利益 30年２月期 398 百万円 （164.9％）   29年２月期 150 百万円 （△12.0％） 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
30年２月期 100.60 89.24 30.2 13.4 11.0 
29年２月期 61.79 － 33.4 10.8 7.2 

 
（参考）持分法投資損益 30年２月期 － 百万円     29年２月期 － 百万円  

（注）１．当社株式は、平成29年11月28日に東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場しております。そのた
め、平成30年２月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益の計算においては、新規上場日から平成30年２月
期連結会計年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。 

２．当社は、平成29年７月14日開催の取締役会決議により、平成29年８月４日付けで普通株式１株につき10株の割
合で株式分割を行っておりますが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当
期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

３．当社は、平成30年１月18日開催の取締役会において、平成30年３月１日付で普通株式１株につき３株の割合で
株式分割を行う旨を決議しておりますが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当
たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

30年２月期 3,676 1,656 45.1 416.93 
29年２月期 3,087 705 22.9 207.19 

 
（参考）自己資本 30年２月期 1,656 百万円   29年２月期 705 百万円 
（注）１．当社は、平成29年７月14日開催の取締役会決議により、平成29年８月４日付けで普通株式１株につき10株の割

合で株式分割を行っておりますが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純
資産額を算定しております。 

２．当社は、平成30年１月18日開催の取締役会において、平成30年３月１日付で普通株式１株につき３株の割合で
株式分割を行う旨を決議しておりますが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当
たり純資産額を算定しております。 

 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

30年２月期 520 △53 △45 1,556 
29年２月期 424 △68 239 1,121 

 
 



２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
29年２月期 － 0.00 － 522.07 522.07 59 28.2 9.4 
30年２月期 － 0.00 － 82.14 － 108 30.5 6.6 
31年２月期（予想） － 0.00 － 13.00 13.00   29.9   
（注）１．当社は、平成29年７月14日開催の取締役会決議により、平成29年８月４日付で普通株式１株につき10株の割合

で株式分割を行っておりますが、平成29年２月期につきましては、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載
しております。 

２．当社は、平成30年１月18日開催の取締役会において、平成30年３月１日付で普通株式１株につき３株の割合で
株式分割を行う旨を決議しておりますが、平成31年２月期（予想）の１株当たり配当額については、当該株式
分割を考慮した額を記載しております。 

 
 

３．平成31年２月期の連結業績予想（平成30年３月１日～平成31年２月28日） 
  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 2,532 △7.3 74 △81.2 73 △78.7 20 △92.0 5.09 
通期 5,032 △1.2 154 △72.5 141 △68.8 172 △51.5 43.54 

（注）当社は、平成30年１月18日開催の取締役会において、平成30年３月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式
分割を行う旨を決議しておりますが、連結業績予想の１株当たり当期純利益については、当該株式分割後の発行済
株式数により算定しております。 

 
 
※  注記事項 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：無 
②  ①以外の会計方針の変更              ：無 
③  会計上の見積りの変更                ：無 
④  修正再表示                          ：無 
 

 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年２月期 3,972,630 株 29年２月期 3,406,530 株 

②  期末自己株式数 30年２月期 － 株 29年２月期 － 株 

③  期中平均株式数 30年２月期 3,542,778 株 29年２月期 3,406,530 株 

（注）１．当社は、平成29年７月14日開催の取締役会決議により、平成29年８月４日付けで普通株式１株につき10
株の割合で株式分割を行っておりますが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、
「発行済株式数（普通株式）」を算定しております。 

２．当社は、平成30年１月18日開催の取締役会において、平成30年３月１日付で普通株式１株につき３株の
割合で株式分割を行う旨を決議しておりますが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮
定し、「発行済株式数（普通株式）」を算定しております。 

 
 
※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です。 
 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として確約する趣旨のものではありません。また、実際の業績等
は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用にあたって
の注意事項等については、添付資料４ページ「１．経営成績等の概況（３）今後の見通し」をご覧下さい。 
 
（決算補足説明資料の入手方法） 
当社は、平成30年４月６日（金）に、機関投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布する決算説明資
料については、開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。 
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善が続くなか、各種政策の効果もあり、景気は緩

やかな回復基調が続いております。また、世界経済も緩やかに回復しているものの、中国を始めとするアジア新興

国の経済の先行き不安や政策に関する不確実性による影響、また、金融資本市場の変動の影響等が懸念されており

ます。

当社グループが属する介護福祉用具業界におきましては、高齢化の進展に伴い市場の拡大が期待されております

が、平成30年度に改正となる介護保険制度について、平成28年12月に開催されました社会保障審議会介護保険部会

において、財政制度審議会から建議されておりました「軽度者（要介護２以下）を中心とした保険給付割合の大幅

な引き下げ」は見送られることとなり、介護福祉用具貸与・販売業者の需要が回復しつつあります。その一方で、

平成29年８月の天候不順や９月から10月にかけましては相次いで台風に見舞われ、さらに平成30年１月から２月に

かけましては、日本全国が寒波による大雪となるなど、個人消費を下押さえする影響がみられました。

このような状況のなか、当社グループは、新たに「中長期経営計画Tacaof100」を策定し、経営ビジョンとして

「シニアの未来を創る」、そして、ミッションとして「培ってきた技術と最新テクノロジーの融合によって、明る

く元気なシニアライフをサポートする福祉用具を創造する」を掲げ、「１．海外販売の強化」、「２．ブランド戦

略（新商品シリーズの開発）」、「３．介護ロボットの事業化」を経営方針として事業活動を進めております。

「１．海外販売の強化」では、海外事業推進部を新設し、海外輸出に向けたインフラの整備と並行して海外営業活

動を開始しております。また、「２．ブランド戦略（新商品シリーズの開発）」では、アクティブシニア層のメン

ズ市場を対象とした製品ブランド「GENTILMARRONE（ジェンティルマローネ）」の第１弾として４点杖「Fabio（フ

ァビオ）」の平成29年10月の発売に続き、ロレータ型歩行車「Michele（ミケーレ）」を11月に発売いたしまし

た。さらに、「３．介護ロボットの事業化」としまして、平成29年５月に東京、新橋に「ロボティクスR＆Dセンタ

ー」を新設いたしました。この「ロボティクスR＆Dセンター」では、使用される現場のニーズに合致した「電動ア

シスト機能付歩行車の平成32年２月での上市を目指し、開発に取り組んでおります。

以上の結果、当連結会計年度における当社グループの売上高は、ＯＥＭ販売が低調に推移したものの、介護福祉

用具貸与・販売事業者ルート向けの販売が大きく伸長いたしました。当社の主要商品カテゴリーである歩行車全体

の売上高が好調に推移したこと等により、50億93百万円（前期比11.5％増）となりました。利益面では、粗利率の

高い歩行車の売上が好調に推移したこと等から、売上総利益率が前年に比べ0.8ポイント改善し、返品調整引当金

控除後の売上総利益は、26億56百万円（同13.3％増）となりました。

販売費及び一般管理費は、製品開発力および品質管理の強化を目的とした人員の採用により人件費が増加したも

のの、コンテナによる得意先倉庫への直接納入が増えたことにより物流費等の変動費率が0.8ポイント改善したこ

とから、営業利益は５億62百万円（同71.5％増）となりました。

また、営業外費用に計上している為替差損53百万円および株式交付費13百万円ならびに株式公開費用17百万円等

の影響により経常利益は４億53百万円となり、固定資産除却損９百万円を特別損失として計上した結果、税金等調

整前当期純利益は４億43百万円となりました。

これらの結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、法人税、住民税及び事業税91百万円、法人税等調整額△４

百万円を計上することにより、３億56百万円となりました。
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（２）当期の財政状態の概況 

①連結財政状態の概況

（資産の部）

流動資産は、前連結会計年度末と比較して６億17百万円増加し、31億20百万円となりました。これは主に、現金

及び預金４億41百万円、受取手形及び売掛金１億86百万円等の増加要因が、商品及び製品42百万円等の減少要因を

上回ったことによるものであります。 

固定資産は、前連結会計年度末と比較して29百万円減少し、５億56百万円となりました。これは主に、無形リー

ス資産32百万円、無形固定資産のその他に含まれるソフトウェア仮勘定17百万円、建物14百万円等の減少要因が、

無形固定資産のその他に含まれるソフトウェア21百万円、有形リース資産13百万円等の増加要因を上回ったことに

よるものであります。 

（負債および純資産の部） 

流動負債は、前連結会計年度末と比較して１億25百万円増加し、13億27百万円となりました。これは主に、支払

手形及び買掛金１億32百万円、未払金26百万円、未払法人税等39百万円等の増加要因が、短期借入金10百万円、１

年内返済予定の長期借入金81百万円等の減少要因を上回ったことによるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末と比較して４億87百万円減少し、６億92百万円となりました。これは主に、長期

借入金４億56百万円、リース債務31百万円の減少によるものであります。

純資産は、前連結会計年度と比較して９億50百万円増加し、16億56百万円となりました。これは主に、新規上場

にともなう新株発行による資本金の増加３億５百万円および資本剰余金の増加３億５百万円、親会社株主に帰属す

る当期純利益３億56百万円、為替換算調整勘定42百万円等の増加要因が、配当金の支払59百万円等の減少要因を上

回ったことによるものであります。

 

②連結キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、15億56百万円となり、前連結会計

年度末に比べ４億35百万円の増加となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は５億20百万円（前年同期は４億24百万円の獲得）となりました。主な要因は、税

金等調整前当期純利益４億43百万円、売上債権の増加額１億80百万円、減価償却費68百万円、仕入債務の増加額１

億19百万円、未払消費税等の増加額36百万円、法人税等の支払額59百万円等であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は53百万円（前年同期は68百万円の使用）となりました。主な要因は、有形固定資

産の取得による支出27百万円および無形固定資産の取得による支出17百万円であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は45百万円（前年同期は２億39百万円の獲得）となりました。主な要因は、株式の発

行による収入５億97百万円、長期借入れによる収入１億円、短期借入金の返済による支出10百万円、長期借入金の

返済による支出６億28百万円、配当金の支払額59百万円であります。 
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  平成28年２月期 平成29年２月期 平成30年２月期

自己資本比率（％） 21.8 22.9 45.1

時価ベースの自己資本比率（％） ― ― 463.6

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 4.0 3.5 1.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 27.3 36.4 40.6

自己資本比率：自己資本／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュフロー／利払い 

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により算定しております。 

（注）２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

（注）３．平成28年２月期および平成29年２月期は当社は非上場であったため、時価ベースの自己資本比率は記載

しておりません。 

（注）４．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注）５．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を払っているすべての負債を対象とし

ております。 

（注）６．当社は、平成27年２月期以前の連結財務諸表を作成していないため、平成27年２月期以前のキャッシ

ュ・フロー関連指標を記載しておりません。 

 

 

（３）今後の見通し 

当社は福祉用具事業の単一セグメントであります。当社は歩行車関連の福祉用具を主力とし、他の福祉用具メー

カーやホームセンター等のOEM生産及びシャワーチェアー等の福祉用具全般の生産及び販売を行っております。

当社グループの事業領域にかかわる介護福祉用具の市場動向としましては、㈱富士経済が平成29年に発表した

「“Welfare”関連市場の現状と将来展望2017」によると、平成30年以降も日本の高齢化の進展に伴い、穏やかな

成長を続け平成35年度には、約4,494億円の規模になると見込まれています。

また、当社の主力製品であるシルバーカー・歩行車・歩行器の市場規模は、同資料によると、平成35年度まで成

長が続き99億円の市場規模になると予測されています。

このような状況の中、当社グループは主に３つの販売ルートを通して、確実に市場ニーズに応えた製品を供給す

るとともに、電動アシスト機能付歩行車などの利用者である高齢者のお役に立つ製品の開発に取り組んでおりま

す。

当社の翌連結会計年度（平成31年２月期）の連結業績予想につきましては、売上高5,032百万円、営業利益154百

万円、経常利益141百万円、親会社株主に帰属する当期純利益172百万円を予定しております。

なお、当社グループの想定為替レートは、昨今の市況及び国内外の金融政策の方向性を踏まえ、108円／USド

ル、17円／人民元（年平均）を想定しております。

連結業績予想の前提条件は以下のとおりです。

 

①売上高

売上高については、当連結会計年度（平成30年２月期）の製品別・得意先別実績見通しをもとに、営業担当者か

らのヒアリング等に基づく得意先意向、製商品ごとの販売動向から推察される販売動向、新製品の販売計画などを

織り込んだ得意先別予算、製品別予算を積み上げ売上計画を策定しています。

翌連結会計年度（平成31期２月期）の連結売上高は、当連結会計年度（平成30年２月期）下期における天候不順

等の影響により、得意先である量販店・ホームセンター等チェーンストアルートおよび福祉用具貸与・販売事業者

ルートのおける店舗在庫の回転が低下していることなどから、当社の特に上期の売上高への影響等を勘案し、

5,032百万円（前期比1.2％減）を計画しております。
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②営業利益 

営業利益については、売上高の予想値を前提として策定される売上原価計画、販売費及び一般管理費計画を踏ま

えて算出しております。

当社グループの売上原価は、連結子会社である東莞幸和家庭日用品有限公司の製造原価および台湾等の協力会社

からの外部仕入原価により構成されています。シルバーカー・歩行車の凡そ60％強およびOEM製品は東莞幸和家庭

日用品有限公司にて製造を行っています。東莞幸和家庭日用品有限公司の製造原価計画は、当社の仕入計画および

OEM受注計画、東莞幸和家庭日用品有限公司の生産計画等に基づいて材料費・労務費・諸経費を人民元建てで見積

もり、想定為替レートを乗じて売上原価計画に反映しております。外部仕入商品については、売上計画をもとに算

定した購買予定数量に取引単価および想定為替レートを乗じて算出したものを売上原価計画に反映しております。

翌連結会計年度（平成31年２月期）の想定為替レートは108円／USドル、17円／人民元で設定しております。な

お、当連結会計年度（平成30年２月期）の平均為替レートは112.16円／USドル、16.62円／人民元となります。

販売費及び一般管理費については、費目ごとに予想値を算出しており、主な費目としては販売費、運賃、物流

委託費及び人件費があげられます。販売費、運賃、物流委託費については売上高に連動することから、過去の実

績や物流業者との契約条件をもとに、売上計画に応じて算出しております。

人件費については既存人員等に係る給与手当や法定福利費に加え、採用計画を考慮して算出しております。

翌連結会計年度（平成31年２月期）については、生産拠点である中国東莞工場の原材料値上げによる製造コス

トの増加等（原価率３ポイント上昇）や運賃値上げの影響による物流コストの増加が見込まれており、さらに製

品開発および品質管理体制の強化のための増員や、退職金制度の導入にともなう人件費の増加が見込まれている

ことから、連結営業利益は154百万円（前期比72.4％減）を計画しております。

 

③経常利益

経常利益については、当期に発生が見込まれる営業外収益、営業外費用を考慮して算出した金額を予想値として

おり、営業外収益として補助金収入13百万円、営業外費用として売上割引20百万円などを見込んでおります。

その結果、連結経常利益は141百万円（前期比68.6％減）を計画しております。

 

④親会社株主に帰属する当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益については、当期に発生が見込まれる特別利益、特別損失、税金費用を考慮し

て算出した金額を予想値としており、特別利益として子会社清算益84百万円、税金費用として52百万円を見込んで

おります。

その結果、親会社株主に帰属する当期純利益は172百万円（前期比51.5％減）を計画しております。 

 

 

（４）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題の一つとして位置付けております。経営基盤の長期の安定化

と持続的な成長の実現に向け、業績の推移・財務状況・今後の事業計画・投資計画等を総合的に勘案し、内部留保

とのバランスを取りながら、配当性向30％を目処に期末配当として年一回の剰余金配当を行うことを基本方針とし

ております。期末配当の決定機関は株主総会でありますが、当社は中間配当を取締役会決議によって行なうことが

できる旨を定款で定めております。

当連結会計年度（平成30年２月期）の１株当たり期末配当金につきましては、１株当たり82円14銭を予定してお

りますが、正式には、平成30年５月29日開催予定の第31回定時株主総会にてご提案させていただく予定です。

翌連結会計年度（平成31年２月期）につきましては、上述方針に基づき、１株当たり期末配当13円00銭を予定し

ております。

 

（注）当社は、平成30年１月18日開催の取締役会において、平成30年３月１日付で普通株式１株につき３株の割合

で株式分割を行う旨を決議しておりますが、平成31年2月期の１株当たり配当予定額は、当該株式分割を考

慮し算出しております。 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性および企業間の比較可能性を考慮し、日本基準で連結財務諸表を

作成しております。

将来のＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用につきましては、今後の事業展開や国内外の動向を踏まえ適切に対応

していく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
（平成29年２月28日） 

当連結会計年度 
（平成30年２月28日） 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,160,264 1,601,399 

受取手形及び売掛金 501,848 688,249 

商品及び製品 653,300 611,083 

仕掛品 36,742 49,055 

原材料及び貯蔵品 37,426 53,003 

繰延税金資産 49,178 53,059 

その他 63,573 64,376 

貸倒引当金 △55 △92 

流動資産合計 2,502,279 3,120,135 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 129,338 115,159 

機械装置及び運搬具（純額） 18,837 14,686 

土地 203,030 203,030 

リース資産（純額） － 13,903 

その他（純額） 20,724 24,924 

有形固定資産合計 371,930 371,702 

無形固定資産    

リース資産 151,712 118,863 

その他 31,215 34,558 

無形固定資産合計 182,927 153,421 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,783 3,305 

その他 27,938 27,723 

貸倒引当金 △403 － 

投資その他の資産合計 30,319 31,028 

固定資産合計 585,177 556,152 

資産合計 3,087,457 3,676,287 
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    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
（平成29年２月28日） 

当連結会計年度 
（平成30年２月28日） 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 452,443 584,874 

短期借入金 10,000 － 

1年内返済予定の長期借入金 282,424 200,536 

リース債務 29,569 31,501 

未払金 281,141 307,481 

未払法人税等 48,340 87,445 

賞与引当金 50,628 57,959 

返品調整引当金 4,472 5,409 

その他 42,622 52,299 

流動負債合計 1,201,642 1,327,507 

固定負債    

長期借入金 1,039,513 582,776 

リース債務 129,213 97,777 

資産除去債務 5,650 5,650 

その他 5,632 6,262 

固定負債合計 1,180,010 692,467 

負債合計 2,381,652 2,019,974 

純資産の部    

株主資本    

資本金 178,670 484,213 

資本剰余金 105,040 410,583 

利益剰余金 374,301 671,416 

株主資本合計 658,011 1,566,213 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 23 △99 

為替換算調整勘定 47,768 90,199 

その他の包括利益累計額合計 47,792 90,099 

純資産合計 705,804 1,656,313 

負債純資産合計 3,087,457 3,676,287 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    （単位：千円） 

 
 前連結会計年度 

(自 平成28年３月１日 
 至 平成29年２月28日) 

 当連結会計年度 
(自 平成29年３月１日 
 至 平成30年２月28日) 

売上高 4,567,943 5,093,256 

売上原価 2,223,602 2,435,365 

売上総利益 2,344,340 2,657,891 

返品調整引当金戻入額 5,029 4,472 

返品調整引当金繰入額 4,472 5,409 

差引売上総利益 2,344,898 2,656,953 

販売費及び一般管理費 2,016,906 2,094,493 

営業利益 327,991 562,460 

営業外収益    

受取利息 1,058 683 

受取配当金 50 64 

受取手数料 3,107 4,615 

受取賃貸料 1,360 2,160 

為替差益 5,703 － 

その他 3,463 3,197 

営業外収益合計 14,743 10,720 

営業外費用    

支払利息 11,253 13,150 

売上割引 21,258 20,689 

支払手数料 4,132 － 

株式交付費 － 13,345 

株式公開費用 － 17,383 

為替差損 － 53,321 

その他 2,394 2,195 

営業外費用合計 39,038 120,085 

経常利益 303,697 453,095 

特別利益    

固定資産売却益 206 － 

特別利益合計 206 － 

特別損失    

固定資産売却損 33 － 

固定資産除却損 4,229 9,750 

関係会社清算損 1,413 － 

特別損失合計 5,676 9,750 

税金等調整前当期純利益 298,227 443,345 

法人税、住民税及び事業税 81,300 91,867 

法人税等調整額 6,451 △4,920 

法人税等合計 87,752 86,947 

当期純利益 210,475 356,397 

親会社株主に帰属する当期純利益 210,475 356,397 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
 前連結会計年度 

(自 平成28年３月１日 
 至 平成29年２月28日) 

 当連結会計年度 
(自 平成29年３月１日 
 至 平成30年２月28日) 

当期純利益 210,475 356,397 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 139 △123 

繰延ヘッジ損益 11,793 － 

為替換算調整勘定 △71,868 42,430 

その他の包括利益合計 △59,934 42,306 

包括利益 150,540 398,704 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 150,540 398,704 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成28年３月１日 至 平成29年２月28日） 

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 178,670 105,040 163,825 447,536 

当期変動額         

新株の発行         

剰余金の配当         

親会社株主に帰属する 
当期純利益     210,475 210,475 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）         

当期変動額合計 － － 210,475 210,475 

当期末残高 178,670 105,040 374,301 658,011 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

その他の包括 
利益累計額合計 

当期首残高 △115 △11,793 119,637 107,727 555,263 

当期変動額           

新株の発行           

剰余金の配当           

親会社株主に帰属する 
当期純利益         210,475 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

139 11,793 △71,868 △59,934 △59,934 

当期変動額合計 139 11,793 △71,868 △59,934 150,540 

当期末残高 23 － 47,768 47,792 705,804 
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当連結会計年度（自 平成29年３月１日 至 平成30年２月28日） 

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 178,670 105,040 374,301 658,011 

当期変動額         

新株の発行 305,543 305,543   611,086 

剰余金の配当     △59,281 △59,281 

親会社株主に帰属する 
当期純利益     356,397 356,397 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）         

当期変動額合計 305,543 305,543 297,115 908,201 

当期末残高 484,213 410,583 671,416 1,566,213 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

その他の包括 
利益累計額合計 

当期首残高 23 － 47,768 47,792 705,804 

当期変動額           

新株の発行         611,086 

剰余金の配当         △59,281 

親会社株主に帰属する 
当期純利益         356,397 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） △123   42,430 42,306 42,306 

当期変動額合計 △123 － 42,430 42,306 950,508 

当期末残高 △99 － 90,199 90,099 1,656,313 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
 前連結会計年度 

(自 平成28年３月１日 
 至 平成29年２月28日) 

 当連結会計年度 
(自 平成29年３月１日 
 至 平成30年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 298,227 443,345 

減価償却費 63,616 68,115 

のれん償却額 95 － 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △267 △366 

返品調整引当金の増減額（△は減少） △557 937 

賞与引当金の増減額（△は減少） 17,559 7,331 

受取利息及び受取配当金 △1,109 △747 

支払利息 11,253 13,150 

支払手数料 3,472 － 

株式交付費 － 13,345 

株式公開費用 － 17,383 

関係会社清算損益（△は益） 1,413 － 

固定資産除売却損益（△は益） 4,055 9,750 

売上債権の増減額（△は増加） 84,475 △180,582 

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,288 19,903 

仕入債務の増減額（△は減少） △58,490 119,748 

未払消費税等の増減額（△は減少） △29,481 36,634 

その他 100,426 23,331 

小計 489,401 591,280 

利息及び配当金の受取額 1,109 747 

利息の支払額 △11,666 △12,812 

法人税等の支払額 △54,450 △59,204 

営業活動によるキャッシュ・フロー 424,394 520,011 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △20,000 △84,000 

定期預金の払戻による収入 6,000 78,000 

有形固定資産の取得による支出 △39,563 △27,915 

有形固定資産の売却による収入 276 － 

無形固定資産の取得による支出 △16,197 △17,809 

投資有価証券の取得による支出 △601 △653 

その他 1,735 △855 

投資活動によるキャッシュ・フロー △68,349 △53,233 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △380,000 △10,000 

長期借入れによる収入 828,573 100,000 

長期借入金の返済による支出 △194,604 △628,346 

株式の発行による収入 － 597,740 

リース債務の返済による支出 △10,966 △28,209 

株式公開費用の支出 － △17,383 

配当金の支払額 － △59,281 

支払手数料の支払額 △3,472 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー 239,530 △45,480 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △25,698 13,838 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 569,877 435,135 

現金及び現金同等物の期首残高 551,887 1,121,764 

現金及び現金同等物の期末残高 1,121,764 1,556,899 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取賃貸料」は、金額的重要性が増したた

め、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連

結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた4,823千円

は、「受取賃貸料」1,360千円、「その他」3,463千円として組替えております。

 

 

（セグメント情報等）

当社グループは、福祉用具事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 平成28年３月１日
至 平成29年２月28日）

当連結会計年度
（自 平成29年３月１日
至 平成30年２月28日）

１株当たり純資産額 207.19円 416.93円 

１株当たり当期純利益金額 61.79円 100.60円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 － 89.24円

（注）１．前連結会計年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するもの

の、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

２．当社は、平成29年７月14日開催の取締役会決議により、平成29年８月４日付で普通株式１株につき10株の割

合で株式分割を行っておりますが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり

純資産額および１株当たり当期純利益金額ならびに潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定してお

ります。

３．当社は、平成30年１月18日開催の取締役会において、平成30年３月１日付で普通株式１株につき３株の割合

で株式分割を行う旨を決議しておりますが、当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定し、１

株当たり純資産額および１株当たり当期純利益金額ならびに潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算

定しております。 

４．１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

 
前連結会計年度

（自 平成28年３月１日
至 平成29年２月28日）

当連結会計年度
（自 平成29年３月１日
至 平成30年２月28日）

１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する

当期純利益金額（千円） 210,475 356,397

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益金額（千円） 210,475 356,397

普通株式の期中平均株式数（株） 3,406,530 3,542,778

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する

当期純利益調整額（千円）
－ －

普通株式増加数（株） － 451,138

（うち新株予約権（株）） － （451,138）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含まれな

かった潜在株式の概要

－ －
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（重要な後発事象）

（株式分割および株式分割にともなう定款の一部変更） 

当社は、平成30年１月18日開催の取締役会において、株式分割および株式分割にともなう定款の一部変更を行

うことを決議いたしました。 

 

１．株式分割の目的 

投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性向上と投資家層の拡大を図ることを目的

としております。

 

２．株式分割の概要

（１）分割の方法

平成30年２月28日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主が所有する当社普通株

式を１株につき３株の割合をもって分割いたします。

 

（２）分割により増加する株式数

①株式分割前の発行済株式総数      1,324,210株

②今回の分割により増加する株式数    2,648,420株

③株式分割後の発行済株式総数      3,972,630株

④株式分割後の発行可能株式総数     13,500,000株

 

（３）分割の日程

①基準日公告日          平成30年２月１日

②基準日             平成30年２月28日

③効力発生日           平成30年３月１日

 

（４）１株当たり情報に与える影響

「１株当たり情報」は、当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたものと仮定して算出しております

が、これによる影響については、当該箇所に記載しております。

 

３．定款の一部変更

上記の株式分割にともない、分割の割合を勘案し、会社法第184条第２項の規定に基づく取締役会決議によ

り、当社定款の一部を変更いたします。

発行可能株式総数の増加 

発行可能株式総数は9,000,000株増加し、13,500,000株としております。
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